






















































































































別表１  予算  
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 1,433,307 1,523,131 89,824
道路業務収入 1,432,314 1,522,273 89,959
鉄道業務収入 993 858 △ 135

政府等出資金受入 140,766 130,824 △ 9,942
政府等補助金受入 28 26 △ 3
債券及び借入金 3,191,100 2,910,484 △ 280,617
社会資本整備事業収入 1,095 1,792 697
業務外収入 1,953 30,233 28,280

計 4,768,250 4,596,489 △ 171,761

支出
債務返済費 4,626,248 4,567,965 △ 58,283
東京湾横断道路償還金 7,638 6,985 △ 652
無利子貸付金 60,766 50,824 △ 9,942
経営努力助成金 3,713 694 △ 3,019
業務管理費 3,094 2,611 △ 483

高速道路管理費 1,950 1,685 △ 265
鉄道施設管理費 1,144 926 △ 218

一般管理費 1,592 1,359 △ 234
人件費 974 901 △ 73
物件費 618 457 △ 161

業務外支出 67,621 35,396 △ 32,225

計 4,770,672 4,665,834 △ 104,837
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 1,432,314 1,522,273 89,959 ※１
道路業務収入 1,432,314 1,522,273 89,959

政府等出資金受入 140,766 130,824 △ 9,942 ※２
債券及び借入金 3,191,100 2,910,484 △ 280,617 ※３
社会資本整備事業収入 1,095 1,792 697 ※４
業務外収入 1,950 30,230 28,279 ※５

計 4,767,226 4,595,602 △ 171,623

支出
債務返済費 4,626,248 4,567,965 △ 58,283 ※６
東京湾横断道路償還金 7,638 6,985 △ 652
無利子貸付金 60,766 50,824 △ 9,942 ※２
経営努力助成金 3,713 694 △ 3,019 ※７
業務管理費 1,950 1,685 △ 265

高速道路管理費 1,950 1,685 △ 265
一般管理費 1,581 1,350 △ 231

人件費 967 895 △ 71
物件費 614 455 △ 159

業務外支出 67,602 35,396 △ 32,206 ※８

計 4,769,497 4,664,900 △ 104,597

※１ 道路資産貸付料収入等の増による。
※２ 横浜環状北線の工事完成年度の変更に伴う減による。
※３ 政府保証債等の発行減による。
※４ 社会資本整備事業を施行する開発者に対する貸付金について繰上返済があったことによる。
※５ 前年度の消費税及び地方消費税確定申告に係る還付加算金等の増による。
※６ 積算金利と実績金利の差等による。
※７ 助成金交付申請が少なかったことによる。
※８ 消費税及び地方消費税納付の減等による。

区分
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
収入

業務収入 993 858 △ 135
鉄道業務収入 993 858 △ 135

政府等補助金受入 28 26 △ 3 ※１
業務外収入 3 4 1

計 1,024 887 △ 137

支出
業務管理費 1,144 926 △ 218

鉄道施設管理費 1,144 926 △ 218 ※２
一般管理費 12 8 △ 3

人件費 8 6 △ 2
物件費 4 2 △ 2

業務外支出 19 0 △ 19 ※３

計 1,175 934 △ 241

※１ 前年度管理費の執行減による。
※２ 鉄道施設管理委託費の減による。
※３ 消費税及び地方消費税納付の減等による。

区分
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別表２  収支計画
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 1,510,038 1,457,302 △ 52,736

経常費用 1,510,038 1,450,074 △ 59,964
道路貸付業務費 932,974 921,193 △ 11,781
助成業務費 3,713 694 △ 3,019
鉄道施設利用業務費 9,218 9,003 △ 215
一般管理費 1,624 1,474 △ 150

人件費 1,037 908 △ 129
経費 587 566 △ 22

財務費用 538,219 481,934 △ 56,286
道路資産取得関連費用 24,280 35,590 11,310
雑損 10 186 176

臨時損失 - 7,228
収益の部 1,822,385 1,886,137 63,752

経常収益 1,377,737 1,463,318 85,582
受取貸付料 1,360,395 1,445,856 85,461
占用料収入 1,857 1,937 79
連結料収入 1,945 2,082 137
受取施設利用料 989 799 △ 191
その他の売上高 19 1 △ 18
補助金等収益 24 14 △ 11
資産見返負債戻入 2,190 2,448 258
鉄道施設建設見返債務戻入 8,367 8,380 13
財務収益 1,950 1,146 △ 803
雑益 - 656 656

臨時利益 444,648 422,818 △ 21,830
当期純利益 312,347 428,835 116,488
前中期目標期間繰越積立金取崩額 25 40 15
当期総利益 312,373 428,875 116,503
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 1,500,806 1,448,310 △ 52,495

経常費用 1,500,806 1,441,082 △ 59,723
道路貸付業務費 932,974 921,212 △ 11,762 ※1
助成業務費 3,713 694 △ 3,019
一般管理費 1,610 1,467 △ 144

人件費 1,027 903 △ 124
経費 584 564 △ 20

財務費用 538,219 481,934 △ 56,286 ※２
道路資産取得関連費用 24,280 35,590 11,310
雑損 10 186 176

臨時損失 - 7,228 7,228
収益の部 1,812,873 1,876,892 64,019

経常収益 1,368,334 1,454,124 85,790
受取貸付料 1,360,395 1,445,856 85,461 ※３
占用料収入 1,857 1,937 79
連結料収入 1,945 2,082 137
その他の売上高 0 1 1
資産見返負債戻入 2,190 2,448 258
財務収益 1,947 1,144 △ 802
雑益 - 656 656

臨時利益 444,539 422,768 △ 21,772 ※４
当期純利益 312,068 428,581 116,514
当期総利益 312,068 428,581 116,514

区分
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
費用の部 9,232 9,010 △ 222

経常費用 9,232 9,010 △ 222
鉄道施設利用業務費 9,218 9,003 △ 215 ※１
一般管理費 14 8 △ 7

人件費 10 5 △ 5
経費 4 2 △ 1

雑損 - 0 0
収益の部 9,511 9,264 △ 248

経常収益 9,402 9,213 △ 190
受取施設利用料 989 799 △ 191
その他の売上高 19 19 -
補助金等収益 24 14 △ 11
鉄道施設建設見返債務戻入 8,367 8,380 13
財務収益 3 2 △ 1
雑益 - 0 0

臨時利益 109 51 △ 58
当期純利益 279 253 △ 26
前中期目標期間繰越積立金取崩額 25 40 15
当期総利益 305 294 △ 11

区分
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別表３  資金計画
【法人単位】

（単位：百万円）
区分 計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 4,924,895 9,770,221 4,845,325

業務活動による支出 670,143 543,891 △ 126,252
管理費支出 76,021 15,713 △ 60,307
その他支出 594,122 528,178 △ 65,945

投資活動による支出 147,500 5,135,073 4,987,573
財務活動による支出 4,090,162 4,090,630 468
次期への繰越金 17,090 627 △ 16,463

資金収入 4,924,895 9,770,221 4,845,325
業務活動による収入 1,415,001 1,540,924 125,923
投資活動による収入 149,500 5,193,640 5,044,140
財務活動による収入 3,321,476 3,035,014 △ 286,462
前期よりの繰越金 38,918 643 △ 38,275
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【高速道路勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 4,912,258 9,760,741 4,848,483

業務活動による支出 668,945 542,983 △ 125,962
管理費支出 74,846 14,841 △ 60,005
その他支出 594,099 528,143 △ 65,957

投資活動による支出 140,000 5,126,623 4,986,623
財務活動による支出 4,090,162 4,090,630 468
次期への繰越金 13,150 505 △ 12,646

資金収入 4,912,258 9,760,741 4,848,483
業務活動による収入 1,413,977 1,540,126 126,149
投資活動による収入 140,000 5,185,040 5,045,040
財務活動による収入 3,321,476 3,035,014 △ 286,462
前期よりの繰越金 36,804 561 △ 36,243

区分
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【鉄道勘定】
（単位：百万円）

計画（Ａ） 実績（Ｂ） 差額（Ｂ－Ａ） 備考
資金支出 12,638 9,501 △ 3,137

業務活動による支出 1,198 928 △ 269
管理費支出 1,175 893 △ 282
その他支出 23 35 12

投資活動による支出 7,500 8,450 950
次期への繰越金 3,940 122 △ 3,818

資金収入 12,638 9,501 △ 3,137
業務活動による収入 1,024 819 △ 205
投資活動による収入 9,500 8,600 △ 900
前期よりの繰越金 2,113 82 △ 2,032

区分
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資料１ 

 

 

 

契約状況等 
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○契約状況

件数 比率 金額（千円） 比率
平均

落札率
件数 比率 金額（千円） 比率

平均
落札率

(21) （8.6%） (115,949) （20.6%） （58.4%） (30) （13.7%） (186,092) （33.9%） （49.2%）

（0） (-) (-) (-) (-) （0） (-) (-) (-) (-)

74 23.0% 3,389,816 40.3% 58.4% 57 23.0% 2,920,786 43.0% 49.2%

(0) （0.0%） (0) （0.0%） (-) (0) （0.0%） (0) （0.0%） (-)

0 0.0% 0 0.0% - 0 0.0% 0 0.0% -

(12) （4.9%） (154,319) （27.5%） （98.9%） (11) （5.0%） (108,608) （19.8%） （98.5%）

37 11.5% 4,739,733 56.3% 98.9% 13 5.2% 3,623,063 53.3% 98.5%

(195) （79.9%） (16,720) （3.0%） (-) (166) （75.8%） (19,839) （3.6%） (-)

（0） (-) (-) (-) (-) （0） (-) (-) (-) (-)

195 60.6% 16,720 0.2% - 166 66.9% 19,839 0.3% -

(16) （6.6%） (274,657) （48.9%） （99.8%） (12) （5.5%） (233,875) （42.6%） (-)

16 5.0% 274,657 3.3% 99.8% 12 4.8% 233,875 3.4% -

(244) （100.0%） (561,645) （100.0%） （70.4%） (219) （100.0%） (548,415) （100.0%） （57.4%）

322 100.0% 8,420,926 100.0% 70.4% 248 100.0% 6,797,563 100.0% 57.4%

※ （　　）内は、債券発行に係る募集委託契約並びに引受及び募集取扱契約の件数と金額を除いた数値。

○平成22年度における随意契約の主な理由（少額随意契約の金額を超えるもの）

件数

機構事務所賃借関係 5

情報提供業務関係 3

長期継続契約 3

その他 1

合計 12

随意契約の主な理由

事務室の賃借及び清掃等に関する業務であり、代替性がないため随意契約としたもの。

特定の情報を得る業務であり、代替性がないため随意契約としたもの。

後納郵便利用料、電話料、インターネット接続契約。

官報掲載取次業務であり、業務を提供できる者と随意契約したもの。

上記以外の随意契約

合　　　　計

注１：少額随意契約の範囲は次のとおり。
　　　（物品：160万円以下、役務：100万円以下、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務：100万円以下、工事：250万円以下）

≪H22年度における改善措置≫
・業務用ファイルサーバ保守契約について、参加者確認公募手続きから一般競争へ移行
・財務・会計システム用サーバ保守契約について、参加者確認公募手続きから一般競争へ移行

Ｈ21年度 Ｈ22年度

一般競争入札

指名競争入札

企画競争等

少額随意契約（注1）
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資料２ 

 

 

 

各会社のアウトカム指標一覧表 

（平成 22 年度） 

 

71



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72



各会社のアウトカム指標一覧表（平成22年度）

指標分類 東日本 中日本 西日本 首都 阪神 本四

平成21年度実績値 616 1,002 560 2,100 343 9

平成22年度目標値 683 832 533 1,700 340 5

平成22年度実績値 670 1,267 597 2,160 405 5

平成21年度実績値 69 73 73 210 117 106

平成22年度目標値 68 73 73 248 115 85

平成22年度実績値 73 71 77 234 126 94

平成21年度実績値 82 87 81 88 85 89

平成22年度目標値 82 88 81 89 88 89

平成22年度実績値 80 84 77 89 86 90

平成21年度実績値 6.7 8.4 9.3 22.5 23.3 6.6

平成22年度目標値 10.9 8.4 9.3 22.2 22.0 8.8

平成22年度実績値 6.5 8.9 9.4 22.6 27.0 6.9

平成21年度実績値 94 98 97 99 99 94

平成22年度目標値 97 100 100 99 99 97

平成22年度実績値 100 100 100 99 99 96

平成21年度実績値 97 99 95 100 99.8 100

平成22年度目標値 100 100 100 - 100 -

平成22年度実績値 99.6 100 96 100 99.8 100

平成21年度実績値 3.6 3.6 3.6 3.3 3.5 3.7

平成22年度目標値 3.6 3.6 3.6 3.4 3.5 3.4

平成22年度実績値 3.7 3.6 3.6 3.3 3.6 3.7

総合顧客満足度
［単位：ポイント］
ＣＳ調査等で把握する
お客様の満足度（５段階評価）

本線渋滞損失時間
［単位：万台・時／年］
渋滞が発生することによる
利用者の年間損失時間

路上工事時間
［単位：時間／km・年］
道路１kmあたりの路上作業に伴う
年間の交通規制時間

ＥＴＣ利用率
［単位：％］
ETC利用台数／ETC利用可能料金所通行台数

死傷事故率
［単位：件／億台キロ］
自動車走行車両１億台キロあたりの
死傷事故件数

道路構造物保全率（舗装）
［単位：％］
舗装路面の健全度を表す車線の延長比率

橋脚補強完了率
［単位：％］
古い基準を適用した橋梁で、
耐震補強を必要とする橋脚のうち、
補強が完了している橋脚基数の割合

速報値
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資料３ 

 

 

 

助成金交付実績（概要） 
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Ⅰ．助成金の交付

認定した経営努力による費用の縮減額の１／２に相当する額を助成金として交付

路線区間 経営努力内容 助成金交付額

北海道横断自動車道黒松内釧路線　朝里IC～銭函IC
東北横断自動車道いわき新潟線　磐梯熱海IC～猪苗代磐梯高原IC
中央自動車道長野線　豊科IC～麻績IC
近畿自動車道名古屋亀山線　亀山JCT～甲賀土山IC
四国横断自動車道阿南四万十線　馬立ＰＡ～大豊
東九州自動車道　津久見～佐伯
北海道横断自動車道黒松内釧路線　トマムIC～十勝清水IC
北関東自動車道　笠間西IC～友部IC
東北横断自動車道いわき新潟線　いわきJCT～いわき三和IC
東北縦貫自動車道弘前線　川口JCT～羽生IC
関越自動車道上越線　富岡IC～碓氷軽井沢IC
東関東自動車道水戸線　四街道IC～大栄IC

中部横断自動車道　増穂IC～南アルプスIC 暫定施工を考慮した端末部の舗装構成の見直し 1百万円

中部横断自動車道　増穂IC～南アルプスIC 暫定施工を考慮したチェーン着脱場の舗装構成の見直し 1百万円

中部横断自動車道　増穂IC～南アルプスIC 現場の周辺状況をふまえた高架橋下の立入防止柵の設置見直し 11百万円

近畿自動車道名古屋亀山線　四日市JCT～亀山JCT 付加車線事業における門型標識構造の工夫 10百万円

近畿自動車道名古屋亀山線　四日市JCT～亀山JCT
資機材管理システムを活用した発生材（仮設防護柵）の
更なる有効利用

8百万円

一般国道１号（西湘バイパス）　橘IC～国府津IC 溝切り作業等を省力化した新たな電気防食工法の開発 24百万円

近畿自動車道名古屋亀山線　亀山JCT～甲賀土山IC 大断面トンネルに対応した大光量かつ高効率な照明器具の開発 145百万円

近畿自動車道名古屋亀山線　亀山JCT～甲賀土山IC 関係機関との協議により撤去した既設ジェットファンの有効利用 23百万円

四国横断自動車道阿南四万十線　馬立ＰＡ～大豊
東九州自動車道　津久見～佐伯
北海道横断自動車道黒松内釧路線　トマムIC～十勝清水IC
四国横断自動車道阿南四万十線　馬立ＰＡ～大豊
北海道横断自動車道黒松内釧路線　トマムIC～十勝清水IC
一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道）　鶴ヶ島JCT～川島IC

四国横断自動車道阿南四万十線　馬立ＰＡ～大豊 コストオン方式を活用した資材調達の工夫 14百万円

北海道横断自動車道黒松内釧路線　トマムIC～十勝清水IC 防雪林の低密度化 63百万円

北関東自動車道　宇都宮上三川IC～真岡IC
北関東自動車道　笠間西IC～友部IC
東北縦貫自動車道弘前線　黒磯板室IC
一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道）　鶴ヶ島JCT～川島IC

東北横断自動車道いわき新潟線　いわきJCT～いわき三和IC 水平支承を設置することによる制震構造の採用 41百万円

東北横断自動車道いわき新潟線　船引三春IC～郡山IC 既設アーチアバットの有効利用 79百万円

一般国道468号（首都圏中央連絡自動車道）　鶴ヶ島JCT～川島IC 内部照明式標識板の表面材の見直し 4百万円

一般国道14号（京葉道路）　幕張PA 高炉スラグを下層路盤材に採用 3百万円

区間別計：３６件（※うち新技術２２件） 審議別計：１９件（※うち新技術７件） 694百万円

トンネル用多孔陶管における新たな設置方法の開発 12百万円

品質管理を工夫した資材の直接調達 63百万円

ETCガントリーにおける新たな構造形式の採用 3百万円

平成２２年度における助成金交付実績（概要）

トンネル照明設備における新型照明器具の開発 134百万円

中央分離帯防護柵更新工事における新工法の採用 55百万円

凡例：新技術によるもの

費用の縮減に係る申請件数
（区間別件数）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計

45 62 46 52 205

4 50 39 37 130

4 7 19 36 66

交付額（百万円） 31 93 185 694 1,003

1 4 2 2 9

1 30 31 14 76

※再審議含まず

申請件数（件）

認定件数（件）

交付件数（件）

助成委員会開催回数（回）

審議案件数（件）※
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Ⅱ 認定した経営努力の内容（例）

　〔中央分離帯防護柵更新工事における新たな工法の採用〕

◇従来工法

◇新たな工法

既設材料

新設材料

■工事の概要
平成１０年１１月改訂の防護柵設置基準により、中央分離帯の勾配が１０％＜ⅰ≦２０％の

箇所において段差型の防護柵を設置することとなった。従来工法では、既設防護柵を撤去し、
新材により再設置するが、既設支柱頭部を切断し、市場性のある材料により継ぎ足す新たな
工法を採用した。

これにより、光ケーブル等近接工事の回避、一連の工事の交通規制回数の削減など、社会
的損失の縮減も図られた。

■品質・安全性の確保
継手部における構造検討、車両衝突時の損傷状況の結果、適正な品質・安全性を確保し

ていることを確認した。

1.光ケーブル等埋設物確認の
ため試掘

※状況により光ケーブル移設
2.既設レール、ブラケット撤去
3.既設支柱引抜き

4.新材支柱打込み
5.新材ブラケット、既設レール

設置

6.埋設標設置

7.試掘箇所復旧

〔従来の施工手順〕

中央分離

帯規制

車線

規制

1.既設支柱頭部を切断加工
2.既設レール、ブラケット撤去
3.嵩上げ支柱設置

4.新材支柱打込み
5.新材ブラケット、既設レール

設置

中央分離

帯規制

〔新たな工法による施工手順〕

嵩上げ支柱設置 新設ブラケット、既設レール設置 工事完成
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Ⅱ 認定した経営努力の内容（例）

　〔トンネル照明設備における新型照明器具の開発〕

◇従来のトンネル照明器具

◇新たなトンネル照明器具

■開発の概要
トンネル照明器具の形状・寸法等の制約を排除し、照明器具の寿命、効率の向上を目指す

性能規定化を図り、新しい照明器具の開発を行った。これにより、照明器具の単価の低減、
照明器具数の削減が可能となり、コスト縮減が図られた。

■品質・安全性の確保
試験施工を行い、トンネル照明器具に求める全ての性能を満足していることを確認している。

1,400
4
25

147

前面鋼製枠部分

ランプ

反射鏡

安定器

1,320

4
20

155

ランプ

反射鏡

安定器

［目標①］ 器具効率の向上 前面鋼製枠を廃止し、全面をガラス面にしたことによる照射面積の拡大

［目標②］ 器具単価の低減 前面鋼製枠を廃止したことによる構成部品数の削減

［目標③］ 器具寿命の向上 前面鋼製枠等の鋼製部品の削減による腐食箇所の削減

［目標④］ 清掃効率の向上 器具前面の凸凹部をなくす

当技術の採用により、従来のトンネル照明器具に比べ、
○照明率の高効率化による照明器具数の削減
○器具単価の低減
○器具寿命及び清掃効率の向上による維持管理費の縮減

78



 

資料４ 

 

 

 

債務の返済と財務諸表の関係 
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資料５ 

 

 

 

高速道路機構の各組織の職員数と主な業務 
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平成23年３月31日現在

職員　合計８３名 ≪ 主な業務量の例 【平成22年度】 ≫

総務部

２7名  企画審議役 道路管理、海外有料道路制度に関する調査

人事、組織、総務

総合調整、業務実施計画、中期計画、年度計画

広報、情報公開、文書管理、法務

道路資産異動管理・台帳更新、道路区域決定、土地交換等
財産整理・登記

・保有貸付延長　10,020km（対前年度4km増）
・不動産登記件数　7,013件（総数約80万筆）

占用許可、連結許可、兼用工作物協定等
・占用許可　総件数     　　   15,495件
              　 年間処理件数　　3,240件
             　 占用料徴収件数 7,287件

特殊車両の通行許可、標識決定、区画線決定 ・特車許可・協議件数　8,299件

通行の禁止、車限令違反措置命令（道路監理役[24時間体制]）
・通行の禁止件数　1,655件
・車限令違反措置命令件数　5,917件

経理部

２２名 予算、支出・収入決定、契約
・予算額　 4兆7,707億円
・契約金額  68億円（うち競争性のある契約66億円）

決算、財務諸表等、財務データ管理
・資産額　41兆1,527億円
・負債額　32兆9,904億円（対前年度▲9,811億円）
・保有道路資産の確認　　　6,246億円（12箇所）

資金調達、債務引受

資金計画、出資金等受入・無利子貸付

出納

企画部

２１名  企画審議役 協定・償還計画の管理、交通量見直し、料金施策等に関する調査・分析

会社との協定締結（変更）
・協定変更　8件
・利便増進計画の策定　6件
・利便増進計画の意見募集　1回（3,537人の意見とりまとめ）

会社が行う修繕工事等の計画・実績の確認 ・修繕工事等の計画・実績の確認　1,394億円（68件）

会社が行う維持管理の計画・実績の確認 ・管理の実地確認　6回

無利子貸付計画の策定 ・無利子貸付　508億円（22件）

有料道路制度に関する調査 ・英国道路庁への長期出張による職員派遣（8月～）

債務返済計画の作成及び計画実績対比 ・収支予算の明細の作成　6件、計画実績対比　毎年

交通量・料金収入・貸付料の照査
・交通量等の状況把握・分析　毎月（会社毎）
・路線毎の収支状況の把握・分析　毎年

交通量推計手法等に関する調査 ・交通量推計手法等の調査　1件

高速道路の新設等に要する費用の縮減に係る助成
・助成委員会の審議件数　14件
　　経営努力要件適合性認定件数　37件

　助成金交付件数　36件（約6.9億円）

引受債務額の妥当性の確認及び帰属資産の現地確認
・債務引受契約件数　223件（6,086億円）
　　道路資産帰属件数　146件

　資産の現地確認回数　15回

関西業務部

１３名  企画審議役 阪神・本四高速道路に係る会社が行う建設・管理

調査役　 阪神・本四高速道路に係る出資地方公共団体・地元金融機関との調整

管理課
阪神・本四・西日本高速道路に係る総務・経理部関係業務
東京本部被災時における業務遂行

【総務部関係】
・阪神高速道路に係る公害調停　1件
※不動産登記、占用許可、特殊車両の業務については
　総務部管理課の業務量に含まれる。
【経理部関係】
・阪神・本四高速に係る地方公共団体の出資金受入
※経理部資金課の業務量に含まれる。

阪神・本四高速道路に係る企画部関係業務
・協定変更、利便増進計画の策定、債務引受契約等の

業務については、企画部の業務に含まれる。

本四鉄道施設の管理
・鉄道施設の利用料の額に関する協定等　3件
・利用料収入　9億円

≪ 主な業務 ≫

・業務実施計画変更　6件
・平成23年度計画策定
・ホームページ更新件数　150件
・ファクトブック、パンフレット　4,000部発行
・談合事業者への損害賠償請求訴訟係属　12件（5割は解決済み）
・損害賠償請求の回収額　7億円（損害元本の約9割まで回収）

総務課

管理課

・資金調達
    2兆9,105億円 （40件、すべて競争性のある方法により調達）
　  平均コスト0.84％
・債務引受　  5,625億円
・出資金受入額　 1,308億円（国：787億円、地方：521億円）
　　出資地方公共団体数　17団体

調整課

経理課

資金課

企画課

計画調整課

高速道路機構の組織と業務

役員（理事長、理事（３名）、監事（２名））
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資料６ 

 

 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

の役職員の報酬・給与等について 
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様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

理事長代理

理事

監事

２　役員の報酬等の支給状況

平成２２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,658 13,632 5,448
2,454

124
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,822 11,176 4,467
2,012
　167

（地域手当）
（通勤手当） *

千円 千円 千円 千円

14,703 10,120 2,600
1,822
　161

（地域手当）
（通勤手当） H22.4.1

千円 千円 千円 千円

14,784 10,120 2,600
1,822
　242

（地域手当）
（通勤手当） H22.4.1

千円 千円 千円 千円

14,738 9,160 3,597
1,649
　332

（地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

8,925 5,896 1,833
1,061
　135

（地域手当）
（通勤手当） H22.8.10 ◇

前職

B監事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

注：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。

　　 退職公務員「*」、役員出向者（国からの出向役員）「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

理事長

理事長
代理

A理事

A監事

B理事

　 　独立行政法人等の退職者「*※」、該当がない場合は空欄。

国家公務員の給与改定に準じ、以下のとおり改定を行いました。

・役員本給 → 0.2％引下げ〈12/1付〉

・地域手当 → １８％〈東京都特別区〉 [経過措置終了]
・特別手当 → 夏季及び年末特別手当の支給割合を引下げ（年間▲0.15ヶ月）

特別手当の額は、国土交通省の独立行政法人評価委員会が行う業務の実績に関する評価の

結果を勘案のうえ、その者の職務実績に応じ、１００分の１０の範囲内で理事長がこれを増額し、

又は減額することができることとしております。
なお、国家公務員に準じ、平成２１年夏季特別手当から、勤務成績を反映させることとしまし

た。
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：平成21年度中に退職した役員に関して、平成22年度において特段の精算は生じておりません。

理事長

理事長
代理

法人での在職期間

理事

監事

摘　　要
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 39.7 7,255 5,470 207 1,785
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 39.7 7,255 5,470 207 1,785

注3：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員についても、該当者がいないため省略しました。

注1：平成23年4月1日に在職している者のうち、平成22年度一年間を通じて勤務した常勤職員に関する数値です。
注2：常勤職員中、研究職種、医療職種及び教育職種については、該当者がいないため省略しました。

　特別手当の算出にあたり、勤務成績を反映して月数を決定することとしております。具体
的な月数の決定にあたっては、人事院勧告で示された月数を参考にしております。

うち賞与平均年齢
平成２２年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

事務・技術

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

本給

制度の内容

特別手当

 職員の昇給は、当該期間におけるその者の勤務実績に応じて行うこととしております。

当機構の中期計画において、人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づく、平成18年度から5年間で5％以上を基本とする

削減等の人件費に係る取組を引き続き着実に実施し、さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、平成23年度まで人件費改革の取組を継続するととも

に、中期目標期間を通じて国家公務員に準じた人件費縮減の取組を行うこととしております。

独立行政法人通則法（以下｢通則法」といいます。）第６３条第３項の規定に則し、職員の給与の支給の
基準は、当機構の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるように定めることとし
ております。

また、給与改定にあたっては、｢公務員の給与改定に関する取扱い」（Ｈ22.11.1閣議決定）を踏まえ、国
家公務員の給与水準を十分考慮して適正な給与水準となるように改定を行っております。

通則法第６３条第１項の規定に則し、職員の給与は、その職員の勤務成績を考慮するものとしております。

国家公務員の給与改定に準じ、以下のとおり改定を行いました。

・本 給 → 中高年齢層における本給表の水準を平均約▲0.1％引下げ〈12/1付〉
→ 55歳超の職員（役職層）について、支給額を一定率で減額（▲1.5％）〈12/1付〉

・役職手当 → 55歳超の職員（役職層）について、支給額を一定率で減額（▲1.5％）〈12/1付〉
・地域手当 → 18％〈東京都特別区〉、15％〈大阪市〉[経過措置終了]

→ 55歳超の職員（役職層）について、支給額を一定率で減額（▲1.5％）〈12/1付〉
・特別手当 → 夏季及び年末特別手当の支給割合を引下げ（年間▲0.20ヶ月）
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②

24～27歳、44～47歳、52～55歳及び56～59歳の該当者は、4人以下のため、当該個人に関する情報が特定される

恐れがあることから第1・第3分位の額 については表示しておりません。

24～27歳、52～55歳及び56～59歳の該当者は、2人以下のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがある

ことから平均給与額については表示しておりません。

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況となっています。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

代表的職位

 　　　本社課長 6 47.0 9,188 9,739 9,971

 　　　本社課長代理 14 44.1 7,483 7,913 8,449

 　　　本社係長 9 37.2 5,215 5,783 6,282

 　　　本社係員 16 31.1 4,027 4,563 5,136

③

区分 計 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級 ７等級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人

49 8 1 10 6 14 6 4
（割合） （16.3%） （2.0%） （20.4%） （12.2%） （28.6%） （12.2%） （8.2%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

30～25 － 35～32 39～36 56～39 51～40 57～49

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,376～2,641 － 3,908～3,694 4,692～4,292 7,002～4,904 8,323～6,758 10,263～8,711

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,472～3,497 － 5,246～4,952 6,320～5,747 9,256～6,563 10,909～9,035 14,119～11,932

 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員）

2等級の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、年齢、所定内給与年額及び

年間給与額については表示しておりません。

平均

注：

年間給与
額(最高～

最低)

平均年齢人員分布状況を示すグループ

部長

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

係長 課長

年齢（最高
～最低）

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

注１：

注2：

注3：

係員 係員 係長 課長代理

0

5
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20

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円

91



④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.6 57.4 56.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.4 42.6 43.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.5～43.3 44.7～40.2 44.6～41.7

％ ％ ％

65.1 68.0 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.9 32.0 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 37.5～31.4 37.5～28.2 36.3～29.8

⑤

120.7

114.5

　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対他法人（事務・技術職員）

一律支給分（期末相当）

対国家公務員（行政職（一）

注：

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

賞与（平成２２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １０８．４

参考 学歴勘案　　　　　　 １１７．８

地域・学歴勘案　　　１０７．１

（１）勤務地による差異

　　占める割合　　機構：100％　⇔　国（行一）：33.4％

　②地域手当18％以上の支給地（東京都特別区）に勤務する者の占める割合

　　機構：83.7％　⇔　国（行一）：28.4％

（２）職員の学歴構成による差異（大卒以上の占める割合）

　　機構：73.5％　⇔　国（行一）：51.6％

（３）管理職（課長以上）の割合による差異

※国（行一）の割合については、「平成22年国家公務員給与等実態調査」による。

　高速道路機構は、勤務地が東京と大阪のみであることに加え、企業で言えば本社の企
画・財務部門などの専門性の高い統括的業務に特化した組織であり、しかも時限的な組
織であるため、プロパー職員を採用せず、高度な専門性・ノウハウを有する者の出向の
みで業務運営を行っていることが、給与水準を高める要因となっているものと考えられま
す。

【支出総額に占める国の財政支出額及び給与等支給総額の割合】

【検証結果】
　勤務地が東京、大阪に限定され役職員全員が15%以上の地域手当の支給対象である
こと、職員は専門性の高い業務に従事し大卒割合が高いこと等から給与水準が国に比
べて高いものとなっております。
　機構としては、国民に理解の得られる給与水準とするため、平成22年度においても、引
き続き、人事院勧告を考慮するとともに、適材適所への人材配置や効率的な組織運営に
努めました。
　なお、ラスパイレス指数が、平成21年度に比べ上昇していることについては、当機構は
国及び高速道路会社からの出向者で構成される小規模な組織であり、ラスパイレス指数
の算定対象者である１年超在籍者の職階構成がその時々の人事異動で変動するためで
す。

講ずる措置

　
　当機構は、平成17年10月の設立以来、民間で言えば本社の企画・財務部門に相当す
る組織として、即戦力となる優秀な人材の出向を得て、組織として業務ノウハウの蓄積を
図ってきたところですが、今後とも、これまでに蓄積したノウハウを活かしながら、国民に
理解の得られる給与水準とするため、人事院勧告を考慮するとともに、出向者を通じて若
返りを図るなど、適材適所の人員配置や効率的な組織運営を進めてまいります。
　平成23年度における対国家公務員指数については、年齢勘案で116程度、年齢・地
域・学歴勘案で106程度を目標としております。

内容

　①地域手当15％以上の支給地（東京都特別区、大阪市等）に勤務する者の占める割合

　　機構：20.4％　⇔　国（行一）俸給の特別調整額Ⅰ種及びⅡ種受給者：3.6％

（４）当機構には現場組織はなく、企業で言えば本社の企画・財務部門やホールディ
　　ングカンパニーのように専門性の高い統括業務に特化した組織であること

対国家公務員　　１２０．７

　　給与、報酬等支給総額（平成22年度決算）　　　　　　　　　8億円（0.02％）

【累積欠損額について】

　　支出予算総額（平成22年度決算）　　　　　　　　　　　46,658億円（100％）

　　国の財政支出額（政府出資金、補助金）　　　　　　　　　787億円（　　2％）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

　　累積欠損額　無し（平成22年度決算）

指数の状況

項目
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成22年度）

前年度
（平成21年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

人件費削減の取組状況

　a「給与、報酬等支給総額」対前年度比▲1.0％

　　⇒国家公務員の給与改定に準じた給与の見直し

　　⇒適材適所への人員配置・効率的な組織運営

  b「最広義人件費」対前年度比▲1.8％

　　⇒国家公務員の給与改定に準じた給与の見直し

　　⇒適材適所への人員配置・効率的な組織運営

　　⇒退職手当支給額の減

「行革推進法」、「行政改革の重要方針」（Ｈ17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

　①　中期目標

　　　　人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

　　　18年法律第47号）に基づく平成18年度から5年間で5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を

　　　引き続き着実に実施し、さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣

　　　議決定）に基づき、平成23年度まで人件費改革の取組を継続するとともに、中期目標期間を通じて国家

　　　公務員に準じた人件費縮減の取組を行うこととしております。

　②　中期計画

　　・人件費に関する指標

　　　　人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

　　　18年法律第47号）に基づく平成18年度から5年間で5％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を

　　　引き続き着実に実施し、さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣

　　　議決定）に基づき、平成23年度まで人件費改革の取組を継続するとともに、中期目標期間を通じて国家

　　　公務員に準じた人件費縮減の取組を行うこととしております。

　　・給与体系の見直し

　　　　国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを図ることとしております。

　③　人件費削減の取組進捗状況

　　　　平成22年度給与、報酬等支給総額については、基準年度（平成17年度）から▲16.8％となっており、

　　　人件費5％以上削減の目標を達成しております。

　　　　今後とも、国家公務員に準じた人件費縮減の取組みを行っていくこととしております。

（　　0.7　）
非常勤役職員等給与

―

福利厚生費

―

116,069 112,713 3,356 （　　2.9　）

―787,715

比較増△減

795,837

（　　―　　）920,395 937,456 ▲17,061 （　 ▲1.8）

117

― （　　―　　）

（　　―　　）16,494

給与、報酬等支給総額

― （　　―　　）

（　 ▲1.0）

12,412 ▲12,412

16,611

中期目標期間開始時（平成
22年度）からの増△減

▲8,122 （　　―　　）

退職手当支給額

最広義人件費

区　　分

（　　―　　）0

注： 当年度が中期目標期間開始年度に当たることから「－」と表示しております。
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基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

946,338 923,772 884,740 846,209 795,837 787,715

▲2.4％ ▲6.5％ ▲10.6％ ▲15.9％ ▲16.8％

▲2.4％ ▲7.2% ▲11.3％ ▲14.2％ ▲13.6％

注1：基準年度である平成17年度における給与、報酬等支給総額については、下半期の支払実績

　 　468,132千円を標準的な年間支給額に換算しております。

注2：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）によ

　　る人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率です。
　

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特に無し

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

人件費削減率
（％）

総人件費改革の取組状況

給与、報酬等支給総額
（千円）

95


